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わが国における第二次世界大戦後のインフルエンザによる

超過死亡の推定

パンデミックおよび予防接種制度との関連
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目的 わが国におけるインフルエンザによる健康被害を定量的に把握し，超過死亡と予防接種制度

との関連を考察する。

方法 人口動態統計を用い，1952～74年および1975～2009年の総死亡率の季節変動から，インフル
エンザによる超過死亡率と死亡数を推計した。

結果 1952�53年から2008�09年の超過死亡数の合計は687,279人，年平均12,058人であった。
アジアかぜ，香港かぜ，ソ連かぜを合わせたパンデミック期 6期分の超過死亡数は95,904
人，それ以外の非パンデミック期51期分は591,376人とパンデミック期の約 6倍であった。超
過死亡年あたりの平均超過死亡数は，パンデミック期が23,976人，非パンデミック期が23,655
人とほぼ同規模であった。

アジアかぜ，香港かぜパンデミック開始時には，超過死亡に占める65歳未満の割合が増大し
ていた。

わが国の予防接種制度に関する時期別のインフルエンザ年平均年齢調整死亡率（10万人あた
り）は，1952�53～61�62年（勧奨接種前）42.47，1962�63～75�76年（勧奨接種期）19.97であ
ったが，1976�77～86�87年（強制接種期）には6.17に低下し，1987�88～93�94年（意向配慮期）
は3.10であったが，1994�95～2000�01年（任意接種期）には9.42に急上昇し，2001�02年以降
（高齢者接種期）には2.04に急低下していた。5～14歳の学童では，任意接種期の超過死亡率は
強制接種期の15倍以上となっていた。また，65歳未満の年齢階層では，強制接種期の方が高齢
者接種期よりも超過死亡率が低かった。

結論 インフルエンザによる超過死亡は，パンデミックの有無によらず継続的にみられていた。ま

た，インフルエンザとは診断されない超過死亡がインフルエンザ超過死亡全体の 8～9割を占
めていた。

わが国において，1970～80年代の学童への予防接種，および2000年代の高齢者への予防接種
がインフルエンザ超過死亡を抑制していたこと，また，学童強制接種による超過死亡抑制の効

果が大きかったことが示唆された。

公衆衛生政策上，非パンデミックの時期にも一般的なインフルエンザ対策を継続することが

重要である。学童への集団予防接種も含め，“社会防衛”の理念を再評価すべきである。
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 は じ め に

現代のわが国において，インフルエンザの流行

は，「死亡の長期的な動向を短期的に変動させてい

る唯一最大の要因」と考えられている1)。古来よ

り，インフルエンザの流行はたびたびみられてお

り，近代以降のパンデミック（世界的流行，pan-
demic）をみても，1918年から1919年のスペインか
ぜの流行をはじめとして，1957年に始まったアジア
かぜ，1968年の香港かぜ，1977年のソ連かぜなどが
知られている2～10)。

インフルエンザ流行の死因統計への影響は，イン

フルエンザを直接の死因とする死亡にとどまらず，

インフルエンザ流行にともなうさまざまな死因によ
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表 インフルエンザ流行月の判定基準と流行月数，超過死亡月数（1952～74年)

判定基準（インフルエンザ死亡率（人口10万人あたり))

≧4.0 ≧3.5 ≧3.0 ≧2.5 ≧2.0 ≧1.5 ≧1.0

インフルエンザ流行月数 34 39 42 47 50 58 75
インフルエンザによる超過死亡月数 15 22 25 29 29 31 34

判定基準変更により増加した流行月数（a) ― 5 3 5 3 8 17
判定基準変更により増加した超過死亡月数（b) ― 7 3 4 0 2 3
(b)/(a) ― 1.4 1.0 0.8 0.0 0.3 0.2

非流行月における超過死亡月数 7 5 6 4 3 2 1
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る死亡が増加する「超過死亡（excess mortality）」
のかたちをとる11)。

そこで本研究では，いくつかのパンデミックを含

む時期のインフルエンザによる超過死亡を推定し，

その影響を定量的に把握することを目的とした。あ

わせてわが国のインフルエンザ予防接種制度と超過

死亡の推移について考察し，今後の公衆衛生政策お

よびインフルエンザ対策に資する。

 方 法

. 超過死亡率および超過死亡数の推定

高橋らの方法12～16)に沿って，1952年以降2009年
までのインフルエンザによる超過死亡を推定した。

なお，高橋らの推計が1975年以降であること14,15)，

また推計の基本となる総死亡率の季節変動が1970年
代以降変化していることも勘案して，本研究では，

1952年から1974年までの期間と1975年から2009年ま
での期間を分けて超過死亡の推計を行った。

超過死亡推定の概要は以下のとおりである。

1) 超過死亡率と超過死亡数

各年各月別のインフルエンザ死亡率（年換算値）

からインフルエンザ流行月を決定した。高橋

ら12～16)と同じく，インフルエンザを直接の死因と

する各月の死亡率（年換算）を判定基準とした。

1952～74年については，流行の基準となるインフル
エンザ死亡率をそれぞれ仮定した場合について，下

記の方法により判定されるインフルエンザ流行月数

等を算出したうえで判定基準を決定した。1975～

2009年については，高橋ら12～16)に準じて，インフ

ルエンザを直接の死因とする死亡率が「おおむね

0.9（人口10対）以上の月」を流行月とした。
次いで各年次について，インフルエンザ流行月を

除いた年間平均死亡率と各月死亡率（年換算値）の

比を「季節指数」とし，各年の季節指数の幾何平均

値とその母標準偏差の不偏推定量から季節指数の

95信頼区間を算出した。季節指数に平均死亡率を

乗じて「期待死亡率」とし，それと観察死亡率（実

際の死亡率）の差を超過死亡率として推計した。超

過死亡数は，超過死亡率と人口から算出した。

2) 年齢階級別超過死亡数と超過死亡率

上記に加え，年齢階級別の超過死亡数・率を算出

した。ただし，85歳以上の年齢階級は多くの推計で
一括されてしまっていること，とくに1950年代には
推計されていない年齢階級があること，また，年齢

階級別人口が小さく死亡数は大きいため人口推計の

誤差が死亡率の誤差に反映されやすいことを勘案し

て，死亡数をいったん死亡率に換算することなく，

死亡数から季節指数を直接算出し，死亡数を推計

した。

. 資料

月別の総死亡数および死因別死亡数については，

人口動態統計の確定数を用いた。

また，月別年齢階級別死亡数については，高橋ら

は人口動態統計月報の資料を用いている15,16)が，本

研究ではより正確を期し，各年の人口動態統計年報

における月別生年年齢別死亡数を用いた。

各年各月の人口については，総務庁統計局の「推

計人口」等の資料を用いた17,18)。

年齢階級別超過死亡率についても同様としたが，

2001年から2009年については総理府統計局の「推計
人口」から各年10月 1日現在人口を用いた18)。年齢

調整超過死亡率を算出する際の基準人口には，「昭

和60年モデル人口」を用いた19)。

 研 究 結 果

. 超過死亡推定の基礎指標

まず，1952～74年について，判定基準ごとに定義
されたインフルエンザ流行月数等を表 1に示す。流
行の判定基準となるインフルエンザ死亡率（人口10
万対）を「2.5以上」から「2.0以上」に下げた際に
は超過死亡数は29のまま増加せず超過死亡月数の増
加はわずかであった。そこで1952～74年について，
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表 インフルエンザ死亡率，インフルエンザ流行

月数および超過死亡月数

1952～1974 1975～2009

インフルエンザ死亡率
(/10万人）の平均

2.09 0.52

流行月判定基準
(インフルエンザ死亡率)

≧2.5 ≧0.9

流行月数（年平均) 47(2.14) 61(1.74)
超過死亡月数（年平均) 29(1.32) 38(1.09)

図 期待死亡率と超過死亡のみられた月の観察死亡率

表 季節指数（1952～74年，1975～2009年)

1952�1974 1975�2009

(下限～上限) (下限～上限)

1月 1.208(1.085～1.345) 1.148(1.079～1.220)
2月 1.189(1.109～1.274) 1.102(1.041～1.166)
3月 1.132(1.053～1.218) 1.075(1.029～1.123)
4月 1.032(0.967～1.102) 1.030(0.990～1.073)

5月 0.962(0.906～1.022) 0.979(0.946～1.013)

6月 0.905(0.850～0.964) 0.928(0.894～0.964)
7月 0.915(0.834～1.003) 0.931(0.890～0.974)
8月 0.902(0.834～0.976) 0.931(0.889～0.975)
9月 0.897(0.832～0.969) 0.919(0.890～0.950)

10月 0.960(0.892～1.033) 0.980(0.941～1.021)
11月 1.009(0.921～1.105) 1.044(0.997～1.094)
12月 1.103(1.020～1.191) 1.103(1.050～1.158)
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インフルエンザ流行月の判定基準を「インフルエン

ザ死亡率（年換算，人口10万人あたり）2.5以上」
とした。

この判定基準に基づいた流行月，季節指数等の基

礎指標を表 2および表 3に，算出された年間死亡
率，期待死亡率等を図 1に示す。
. 超過死亡の推移

各年各月のインフルエンザによる超過死亡の推

定値（点推定）およびその95信頼区間を表 4に示
す。以後本稿では，たとえば，1956年から1957年に
かけてであれば1956年 5月から1957年 4月までを

1956�57年の流行期とした。

1952�53～2008�09年の超過死亡の合計は687,279
人（95信頼区間は384,149～970,468人），年（流
行期）平均は12,058 (6,739～17,026）人であった。
アジアかぜの 1957�58, 58�59年と香港かぜの

1968�69, 69�70年，ソ連かぜの1977�78, 78�79年を
合わせた 6期分のパンデミック期の超過死亡数は

95,904人，それ以外の非パンデミック期51期分の超
過死亡数は591,376人とパンデミック期の約6.17倍

であった。超過死亡のみられた年（流行期）あたり

の平均超過死亡数は，パンデミック期が23,976人，
非パンデミック期が23,655人とほぼ同規模であった。
. 年齢階級別超過死亡率

年齢階級別超過死亡率を昭和60年モデル人口によ
り年齢調整した後に算出した，65歳未満の超過死亡
の割合の推移を図 2に示す。1957�58年のアジアか
ぜ，1968�69, 69�70年の香港かぜパンデミック開始
時には，超過死亡に占める65歳未満の割合が増大し
ていた。65歳未満の超過死亡の割合は2000年代に入
って急上昇し，2003�04年には51.6，2005�06年に
は79.1に達していた。
アジアかぜおよび香港かぜのパンデミック前後の
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表 各流行期における超過死亡数の推定値（1952～2009年)

流 行 期 6月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 合計 95信頼区間

1952�53年（1953. 1�同．2) 17,016 20,016 37,033 (24,321～48,609)

1956�57年（1956.12�1957.3) 11,809 18,082 11,703 10,606 52,200 (29,748～72,818)

1957�58年（1957. 6�1958.4) 3,669 5,485 5,674 4,758 6,307 5,917 31,810 (5,783～55,964)

1959�60年（1960. 3�同．4) 8,356 14,684 23,040 (14,270～31,219)
1960�61年（1961. 2�同．3) 6,493 5,762 12,255 (3,137～20,747)
1961�62年（1962. 2�同．4) 15,391 24,210 4,026 43,626 (30,977～55,426)
1964�65年 (1965. 2－同．4) 6,533 28,614 7,881 43,029 (30,561～54,659)
1967�68年（1968. 1�同．2) 14,960 10,625 25,585 (13,885～36,243)
1968�69年（1969. 1�同．3) 8,615 7,609 16,224 (4,308～27,070)
1969�70年（1969.12�1970.3) 8,463 22,924 5,294 36,681 (20,112～51,841)

1974�75年（1975. 2�同．4) 11,346 10,214 2,980 24,539 (16,355～32,341)

1975�76年（1976. 1�同．2) 19,277 6,957 26,234 (18,858～33,185)

1976�77年（1977. 2) 6,470 6,470 (3,160～9,596)
1977�78年（1978. 1�同．2) 5,127 6,061 11,189 (3,831～18,124)
1979�80年（1980. 2�同．3) 5,518 5,767 11,286 (4,897～17,356)
1981�82年（1982. 2�同．3) 7,963 2,836 10,799 (4,570～16,719)
1982�83年（1983. 1�同．2) 4,918 10,288 15,206 (7,424～22,540)
1985�86年（1985.12�1986.1) 10,839 5,469 16,309 (8,370～23,816)
1989�90年（1990. 1�同．2) 9,576 5,703 15,280 (6,541～23,515)
1992�93年（1993. 1�同．3) 9,438 10,331 4,837 24,606 (11,998～36,539)

1994�95年（1995. 1�同．3) 21,068 13,784 8,921 43,773 (30,798～56,054)

1996�97年（1997. 1�同．2) 17,402 6,434 23,836 (14,180～32,937)
1997�98年（1998. 2) 11,262 11,262 (6,769～15,506)
1998�99年（1999. 1�同．3) 27,485 16,219 4,950 48,653 (34,864～61,704)
1999�2000年（2000. 1�同．2) 8,732 12,081 20,813 (10,459～30,572)
2002�03年（2003. 1�同．2) 14,369 7,009 21,378 (10,698～31,445)
2003�04年（2004. 2) 5,943 5,943 (885～10,722)
2004�05年（2005. 2�同．3) 7,628 12,960 20,588 (11,174～29,535)
2005�06年（2006. 1) 7,633 7,633 (1,216～13,668)

合 計 687,279 (384,149～970,468)

年 平 均 12,058 (6,739～17,026)

注) 推定値は小数点以下を四捨五入しているため，合計が表中の値と合致しない場合がある。
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超過死亡年齢階級別構成を図 3と図 4に示す。アジ
アかぜでは乳児や若年者の超過死亡がみられた一方，

香港かぜのパンデミック前後では，構成割合のピー

クは，若年への移動がみられた。また，香港かぜパ

ンデミック直前の1967�68年の年齢階級別超過死亡
に対する1968�69年および1969�70年の年齢階級別死
亡率の比を図 5に示す。特に1969�70年の年齢階級
別死亡率は50�54歳から70�74歳までは1967�68年の

2倍以上であったが，80�84歳より上の年齢階級で
は1967�68年の 2分の 1から 3分の 2程度であった。
. 粗および年齢調整インフルエンザ超過死亡率

予防接種に関する時期別にみた粗および年齢調整

インフルエンザ超過死亡率（人口10万人あたり）を
図 6および表 5に示す。なお，粗超過死亡率と年齢

調整超過死亡率の比較が可能となるよう，粗死亡

率の算出には年齢階級別超過死亡数の合計を用いて

いる。

わが国の予防接種制度20)に関する時期別にみる

と，同死亡率はインフルエンザ予防接種導入以前の

1952�53～61�62年（勧奨接種前）には42.47，学童
への勧奨接種が行われるようになった1962�63～

75�76年（勧奨接種期）には19.97であったが，学童
へのインフルエンザ予防接種が定期接種となった

1976�77～1986�87年（強制接種期）には6.17と勧奨
接種期の 3分の 1に急低下していた。一方，学童へ
のインフルエンザ集団予防接種に対する批判から接

種時に保護者の意向に配慮することが義務付けられ

た1987�88～93�94年（意向配慮期）には同死亡率は
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図 超過死亡における65歳未満の割合（）の推移

注) 昭和60年モデル人口により年齢調整した後，構成割合を算出した。
年齢階級別超過死亡数の合計が1,000人に満たない流行期は除いた。

図 アジアかぜ流行時の超過死亡数の年齢構成

図 香港かぜ流行時の超過死亡数の年齢構成

図 香港かぜ流行時1967�68年の年齢階級別超過死亡に
対する1968�69年および1969�70年の年齢階級別死
亡率の比
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3.10であったものの，接種が任意化され，事実上行
われなくなった1994�95～2000�01年（任意接種期）
には同死亡率は9.42と反転上昇し，強制接種期を上
回っていた。ところが，わが国で高齢者への予防接

種法による接種が行われるようになった2001�02年
以降（高齢者接種期）には，インフルエンザによる

年齢調整超過死亡率は2.04に急低下していた。
インフルエンザによる年齢調整超過死亡率（人口

10万人あたり）の年齢階層別内訳を表 6に示す。5
～14歳の学童では，強制接種期の超過死亡率は

0.003と非常に低かったが，任意接種期には0.053と
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図 予防接種に関する時期別にみた粗および年齢調整超過死亡率

注 1) 粗死亡率の算出には，年齢階級別超過死亡数の合計を用いている。
注 2) 年齢調整超過死亡率は，昭和60年モデル人口により年齢調整した。

表 予防接種に関する時期別にみた年平均超過死

亡率（人口10万人あたり)

粗死亡率
(年平均)

年齢調整
死亡率
(年平均)

勧奨接種前（1952�53～61�62) 20.19 42.47
勧奨接種期（1962�63～75�76) 12.15 19.97
強制接種期（1976�77～86�87) 5.32 6.17
意向配慮期（1987�88～93�94) 4.16 3.10
任意接種期（1994�95～2000�01) 15.74 9.42
高齢者接種期（2001�02～08�09) 3.74 2.04

全期間 10.34 14.81

注) 粗死亡率には，年齢階級別超過死亡数の合計を用

いた。

年齢調整超過死亡率は，昭和60年モデル人口によ
り年齢調整した。

表 予防接種に関する時期別にみた年齢階層別年平均超過死亡率（人口10万人あたり)

年齢階層別超過死亡率（年平均)

0�4 5�14 15�34 35�64 65� 合計

勧奨接種前（1951�52～61�62) 1.047 0.155 0.49 4.69 36.09 42.47
勧奨接種期（1962�63～75�76) 0.000 0.022 0.09 2.34 17.52 19.97
強制接種期（1976�77～86�87) 0.000 0.003 0.02 0.54 5.60 6.17
意向配慮期（1987�88～93�94) 0.011 0.006 0.00 0.20 2.89 3.10
任意接種期（1994�95～2000�01) 0.103 0.053 0.10 1.25 7.92 9.42
高齢者接種期（2001�02～08�09) 0.012 0.016 0.07 0.67 1.27 2.04

全期間 0.196 0.042 0.13 1.74 12.70 14.81

注) 年齢階層別超過死亡率は，年齢階級別超過死亡率を昭和60年モデル人口により年齢調整したのち，適宜合計した。
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15倍以上に急上昇したばかりでなく，高齢者接種期
に至っても0.016と強制接種期の約 5倍の超過死亡
率を示していた。15～34歳の青少年および35～64歳
の中高年も，任意接種期の急上昇，高齢者接種期に

も強制接種期を上回る超過死亡率，という同様の傾

向を示していたが，65歳以上の高齢者では傾向が異
なっていた。すなわち，強制接種期の超過死亡率は

5.60，任意接種期は7.92と1.4倍程度の上昇を示して
いたが，高齢者接種期には1.27と強制接種期の 4分
の 1を下回るまで超過死亡率が低下していた。
なお，仮にインフルエンザの流行月の判定基準を

変更した場合のインフルエンザによる年齢調整超過

死亡率を表 7に示す。いずれに変更した場合でも，
年平均超過死亡率は上述と同様の変動を示していた。
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表 インフルエンザ流行月判定基準による年齢調

整超過死亡率（人口10万人あたり)

判定基準 1952～74
1975～2009

年齢調整死亡率
（年平均)

≧0.9 ≧2.5
≧0.9 ≧2.5

勧奨接種前（1952�53～61�62) 49.39 42.47
勧奨接種期（1962�63～75�76) 24.55 19.36
強制接種期（1976�77～86�87) 6.17 3.70
意向配慮期（1987�88～93�94) 3.10 1.21
任意接種期（1994�95～2000�01) 9.42 7.99
高齢者接種期（2001�02～08�09) 2.04 1.49

全期間 17.03 13.68

注) 年齢調整超過死亡率は，昭和60年モデル人口によ
り年齢調整した。
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 考 察

. インフルエンザ超過死亡に関する先行研究

「方法」でも述べたように，本研究におけるイ

ンフルエンザの超過死亡の推定方法は高橋らの研究

に多くを負っている12～16)。他の先行研究としては

国立公衆衛生院（当時）の大島，河合らの研究21,22)，

やはり国立公衆衛生院（当時）の橘らの研究23)があ

る。また，最近では速水24)，Richard・菅谷ら25)，

高山26,27)などがわが国のスペインかぜなどによる超

過死亡を推計している。

わが国以外では，たとえば米国においては古くか

らインフルエンザによる超過死亡が推計されてい

る28～30)。また，アジアかぜ前後31～33)，香港かぜ前

後34,35)，米国以外でもヨーロッパ36～40)およびアジ

ア41～43)諸国・地域について，また多国間の比

較44,45)も検討されている。

また，近年では，予防接種制度と関連して最近の

米国46～49)およびわが国50,51)のインフルエンザ超過

死亡を推計した研究もある。

. 超過死亡推定の基礎指標

本研究の主要な目的は，インフルエンザによる超

過死亡を定量的に観察することである。1952～2009
年における通年の年平均超過死亡数は約 1万 2千人
であった。この期間のわが国における年間死亡数は

約80万人であったから，全死亡の約1.5が毎年イ
ンフルエンザの影響によって死亡していたことにな

る。同期間にインフルエンザを直接の死因とした死

亡は，年平均約1,200人であったことから，インフ
ルエンザの影響によって死亡したうちで，インフル

エンザが死因とされた死亡は 7～18程度に過ぎな
かったと考えられる。

. パンデミックとの関連

「結果 2.」でみたように，アジアかぜ，香港か
ぜ，ソ連かぜの各々のパンデミック期の超過死亡は

非パンデミック期と同程度であった。すなわち，新

型ウィルスの出現による影響は，超過死亡の規模に

おいては大きくなかったと考えられる。

アジアかぜおよび香港かぜパンデミック開始時に

は超過死亡に占める65歳未満の死亡の割合が増大し
ているという知見を得た。この知見はパンデミック

開始時には若年の超過死亡が増加する，という

Simonsenらの指摘52,53)に合致している。とくに，

香港かぜパンデミックに際して1968�69年よりも

1969�70年の65歳未満の割合が増大していること
は，アジア・ヨーロッパにおいては1969�70年に変
異したインフルエンザウィルスによって大きな超過

死亡が生じたという Viboudらの仮説45)と整合して

いると考えられる。また，本研究において香港かぜ

流行時に80歳以上の年齢階級で超過死亡が1967�68
年の超過死亡を下回ったという知見は，Simonsen
ら54)の知見と合致し，彼らの支持するウィルス循環

説54,55)，すなわち，1890年以前に生まれた世代が香
港かぜと同じH2亜型のウィルスへの抗体を有して
いて，1890年前後のインフルエンザパンデミックは

H2亜型のウィルスによってもたらされていたとい
う説にも整合している。ただし，この結果が

1967�68年に多くの高齢者が死亡したことによって
もたらされていた可能性もあるので，ウィルス循環

説が無条件に支持されるものではない。

. わが国の予防接種制度との関連

学童へのインフルエンザ集団予防接種は，学童に

対して重点的に集団接種を実施することで地域流行

が阻止できるとする，いわゆる「福見理論」56)に基

づいてわが国に導入された20)。その後インフルエン

ザワクチンの有効性に対する疑問が高まり，1994年
には改正予防接種法によって事実上中止に追い込ま

れた経緯がある57,58)。しかし，インフルエンザワク

チンについては，今日ではその有効性が疫学的に

も59)理論的にも60)実証されており，2001年に予防接
種法が改正され，高齢者を対象に定期接種が行われ

るようになった20)。

菅谷ら50,51)は，わが国において学童への予防接種

が実施されていた1970年代から80年代にはインフル
エンザによる超過死亡は低く，1990年代の集団接種
中止以降超過死亡が増加していることを示したが，

この研究には，2001年以降の高齢者接種期が検討さ
れていないこと，また，高齢化による超過死亡増加

の影響を考慮していないとの批判がある61)こと，な

どの課題が残されていた。
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表 年齢階層別予防接種者数・率および抗インフルエンザ薬処方推定人数・率（2006�07～2008�09年の平均)

予防接種

平均接種者数
(万人)

平均予防接種率（)

0 1�5 6�12 13�64 65� 全年齢

4,153 23.2 55.1 43.0 23.1 55.1 32.6

抗インフルエンザ薬

平均処方人数
(万人)

平均処方率（)

0�9 10�19 20�64 65� 全年齢

433 14.9 6.3 2.3 0.5 3.4

注) 予防接種者数・率については，文献64)�66)。ただし，厚生労働省第11回インフルエンザワクチン需要検討会は
2007年 6月，第12回は2008年 6月に開催されているが，第13回の開催は2010年 7月であり，文献64)�66）に記載
されている接種状況は，それぞれ平成18, 19, 21年度すなわち2006�07, 2007�08, 2009�10年の流行期に関するもの
である。そこで，2008�09年の年齢階層別予防接種率については文献66）図 1の年次推移の数字を用い，予防接種
者数については同図の全年齢予防接種率に2008年10月 1日現在の推計人口を乗じて筆者が算出した。
抗インフルエンザ薬処方推定人数・率については，文献63)。処方推定人数については，資料中の「抗インフル

エンザ薬の処方状況とリレンザのシェア（推定）〔患者年齢区分別〕」から直接得た。年齢階層別処方率について

は，同資料中の年齢区分別処方推定人数の年齢区分別構成割合の数字に処方推定人数を乗じて年齢階層別の処方

推定人数を得，それらを各流行期について2006年～2008年各10月 1日現在の年齢階層別人口で除して筆者が算出
した。

図 高齢者接種期の超過死亡率を1とした場合の強制接
種期の超過死亡率の比（年齢階層別）

注) 全年齢の死亡率は，昭和60年モデル人口による年
齢調整死亡率を用いた。
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本研究では，超過死亡率の年齢調整によって高齢

化の影響を除去した後も，1990年代の集団接種中止
以降インフルエンザによる超過死亡が増大し，さら

に今度は2001年の高齢者への定期接種開始後は再度
超過死亡率が減少していることが示された。

ただし，2001年以降の傾向を検討する際には，わ
が国ではこの期間に抗インフルエンザ薬が広範に普

及している事実を考慮する必要がある62,63)。表 8に
厚生労働省の資料63～66)を用いて著者が作成した，

最近 3年間のわが国における年齢階層別平均予防接
種者数・率と，同じく抗インフルエンザ薬処方者

数・率を示す。65歳以上の高齢者は，処方率はわず
か0.5と青少年・中高年よりも低かったにもかか
わらず，接種率は高く死亡率低下は大きかった。こ

のことから，接種率・処方率ともに高い乳幼児・学

童は措くとしても，少なくとも青少年・中高年およ

び高齢者の超過死亡率低下に寄与したのは，抗イン

フルエンザ薬よりは予防接種であったと考えられる。

以上の考察から，1970～80年代の学童接種は学童
ばかりでなく他の年齢層の超過死亡をも抑制してい

たことから，いわゆる“社会防衛”の役割を果たし

ていたこと，一方で，2000年代の予防接種は年齢階
層ごとの接種率に応じて超過死亡を抑制しており，

“個人防衛”の意味合いが強かったことが示唆さ

れ，両者ともにインフルエンザ超過死亡率の低下に

寄与していたと考えられる。

さらに，高齢者接種期の年齢階層別超過死亡率を

1として振り返った場合の強制接種期の超過死亡率
の比を図 7に示す。65歳未満の年齢階層では，強制
接種期の方が高齢者接種期よりも超過死亡率が低か

った。加えて，2000年代と比較して1970～80年代は
乳幼児・学童を中心に死亡率が高く，また抗インフ

ルエンザ薬の無かった時代であったことを考慮すれ

ば，学童強制接種による社会防衛の効果が大きかっ

たことが示唆される。

 結 論

戦後のインフルエンザ超過死亡をみると，パンデ

ミック期の超過死亡は若年化する傾向がみられた

が，超過死亡の規模は他の時期と大きく異ならなか

った。

インフルエンザ超過死亡の 8～9割は，インフル
エンザとは認識されていないと考えられ，投薬の

みならず，“公衆衛生的介入（Non-pharmaceutical
Interventions）”67,68)が重要であると考えられる。
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1970～80年代の学童への予防接種および2000年代
の高齢者への予防接種がともにインフルエンザ超過

死亡を抑制していたことが示唆され，1990年代に一
旦は否定された“社会防衛”の理念を再評価すべき

時期にきていると考えられる。

(
受付 2008.11.13
採用 2011. 9.20)
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Estimation of the excess death associated with in�uenza pandemics and epidemics in
Japan after World War II

Relation with pandemics and the vaccination system

Kenichi OHMI*,2* and Eiji MARUI2*

Key wordsin�uenza, excess death, pandemics, schoolchildren vaccination, Fukumi thesis, social defenses

Objectives To estimate the excess death associated with in�uenza pandemics and epidemics in Japan after
World War II, and to reexamine the relationship between the excess death and the vaccination sys-
tem in Japan.

Methods Using the Japanese national vital statistics data for 1952�2009, we speci�ed months with in�uenza
epidemics, monthly mortality rates and the seasonal index for 1952�74 and for 1975�2009. Then we
calculated excess deaths of each month from the observed number of deaths and the 95 range of
expected deaths. Lastly we calculated age-adjusted excess death rates using the 1985 model popula-
tion of Japan.

Results The total number of excess deaths for 1952�2009 was 687,279 (95 range, 384,149�970,468),
12,058 (95 range, 6,739�17,026) per year. The total number of excess deaths in 6 pandemic years
of 1957�58, 58�59, 1968�69, 69�70, 77�78 and 78�79, was 95,904, while that in 51 `non-pandemic'
years was 591,376, 6.17 fold larger than pandemic years. The average number of excess deaths for
pandemic years was 23,976, nearly equal to that for `non-pandemic' years, 23,655.

At the beginning of pandemics, 1957�58, 1968�69, 1969�70, the proportion of those aged ＜65
years in excess deaths rose compared with `non-pandemic' years.

In the 1970s and 1980s, when the vaccination program for schoolchildren was mandatory in
Japan on the basis of the `̀ Fukumi thesis'', age-adjusted average excess mortality rates were relative-
ly low, with an average of 6.17 per hundred thousand. In the 1990s, when group vaccination was
discontinued, age-adjusted excess mortality rose up to 9.42, only to drop again to 2.04 when in�uen-
za vaccination was made available to the elderly in the 2000s, suggesting that the vaccination of
Japanese children prevented excess deaths from in�uenza pandemics and epidemics.

Moreover, in the age group under 65, average excess mortality rates were low in the 1970s and
1980s rather than in the 2000s, which shows that the `̀ Social Defensive'' schoolchildren vaccination
program in the 1970s and 1980s was more e�ective than the `̀ Individual Defensive'' vaccination
program in the 2000s.

Conclusion Excess deaths were observed continually, and not limited to pandemic years. We must not
slight public health interventions for `non-pandemic' in�uenza as well as pandemic in�uenza.

We should also re-examine the importance of `̀ Social Defenses'', including preventative vaccina-
tion, for public health policy.
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2* Department of Public Health, School of Medicine, Juntendo University


